





















■主催 京都大学上海センタ  ー   ■共催 上海センター協力会 
■日時 2007年1月21日（日）午前９時～午後６時 










◇発表者 李培徳（香港大学）「1920 年代から 1930 年代まで上海銀行家の横領 








午後６時～７時 半 記念レセプション 
■事務連絡先 〒606-8501 京都市左京区吉田本町 京都大学大学院経済学研究科  堀 和生     
       電話 ０７５－７５３－３４３８ ﾌｧｯｸｽ ０７５－７５３－３４９９ 






























































税込給与月額(元)   手取給与月額(元)  速算控除金額(元) 適用税率(％） 
       1,000以下       こ                         5 
  1,000～    4,000    こ        左                  10 
4,000～   10,000    は        に                  15 
   10,000～   30,000       詳        同                  20 
   30,000～   50,000       細        じ                  25 
   50,000～   60,000       な                   30 
   60,000～   80,000       計                   35 
   80,000～  100,000       算                   40 
100,000～  150,000       が    今                   45 
  150,000～  300,000       必    回                   50   
  300,000～  500,000       要    は                   55 
  500,000～1,000,000       故    省                   60 
1,000,000～3,000,000             略                   65 
          3,000,000超                                70  
  税率表である。 
  外国人の基礎控除額：毎月7,200元（現行4,800元）。 
第２表        現行の個人給与所得税率表 （今回改定されず・不変） 
税込給与月額(元)  手取給与月額(元)  速算控除金額(元) 適用税率(％） 
           500以下           475以下                      
5 
       500～  2,000      475～  1,825                 25                    
10 
     2,000～  5,000     1,825～ 4,375               125                      
15 
     5,000～ 20,000     4,375～16,375                375                    
20 
    20,000～ 40,000    16,375～31,375              1,375                    
25 
    40,000～ 60,000    31,375～45,375              3,375                    
30 
    60,000～ 80,000    45,375～58,375              6,375                    
35 
    80,000～100,000    58,375～70,375             10,375                    
40 
         100,000超          70,375超             15,375                    
45 
(注) 現行の所得控除基準は毎月 1,600 元である｡ 従って､この個人給与所得税率表は 1,600 元の所得
控除額差引後の課税対象の税込給与月額を基準とした税率表である。尚外国人の基礎控除は4,800元。 
(本稿は去る２００６年１１月１３日に青海省西寧市の青海民族学院と青海省社会科学院の主催、京
大上海センターの共催、京大上海センター協力会の協力で開催された「日中経済理論学術報告会」
での報告です。) 
